
10

1．はじめに

地球温暖化が進むにつれ水災が増えるとい

われている。しかし、水災への備えがある企

業は多くない。水災を具体的にイメージでき

ず、漠然とした不安のまま放置されているこ

とがその原因ではないだろうか。本稿では、

最近の具体的な水災として鬼怒川堤防決壊に

よる水災事例を示し、企業にも水災対策が求

められていることを述べる。それを踏まえ、

先進的な企業がとった水災対策の実例および

水災リスク対策の進め方を紹介し、最後にま

とめを述べる。

2． 企業に求められる水災
対策

2015年9月10日、茨城県常総市で鬼怒川

の堤防が決壊、広域にわたり深刻な被害が発

生した。濁流に流される家屋や浸水した町並

み、そして避難生活の様子や復旧活動が大き

く報道された。これを機に、水災によって引

き起こされる被害の深刻さが再認識されるよ

うになったと感じている。

この事例では、浸水したエリアは時間とと

もに下流に広がり、最終的に広大なエリアが

浸水した。浸水域は東西約4 km、南北約18 

km と見積もられている。常総市の水災事例

において、実際に浸水したエリアとシミュ

レーション結果との比較を図1に示す。

この図で、①のシミュレーション結果は、

日立パワーソリューションズの水災シミュ

レーションソフトウェア DioVISTA/Flood を

使用して著者らが行った結果である。②は①

のシミュレーション結果の図と③の1日後の

浸水範囲の図を重ねて合成し比較したもので

ある。③の堤防決壊から1日後の浸水範囲は、

国土地理院が9月11日13：00の空撮画像か

ら判読したデータ 1）をもとに筆者らが作成

した。

実際に浸水したエリア③とシミュレーショ

ンによる浸水域の計算結果①は、②で示すよ

うによく一致している。このように精度の高

いシミュレーションにより、実際に起こりう

る水災リスクを高い精度で再現することが可

能であることがわかる。

この水災の一因となったのが「関東・東北

豪雨」である。台風17号に伴う南東の風と、

台風18号に伴う南風が合流して、南北200 

km に渡る「線状降水帯」が関東地方上空に

作られた。図2は当時観測された大雨をもた

らした積乱雲の立体的な分布である。青 , 黄 , 

赤の領域はそれぞれ3, 12, 24 mm/h の降雨

強度を示す。東京湾から北に延びる積乱雲の

帯と、房総半島から北西に延びる積乱雲の帯

が合流し、鬼怒川上流域において極端な大雨

をもたらした。

このような極端な大雨は、ごくまれにしか

起きないのだろうか。文部科学省、気象庁、

環境省は、温暖化の観測・予測及び影響評価

統合レポート「日本の気候変動とその影響」

の作成を行った。これによれば、地球温暖化
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の影響により極端な大雨は今後増加すると考

えられている3）。国土交通省は2015年1月に

「新たなステージに対応した防災・減災のあ

り方」の中で温暖化の進行により危惧されて

いるような極端な雨の降り方が現実に起きて

おり、明らかに雨の降り方が変化していると

図 1　常総市水災事例のシミュレーション結果と浸水域との比較

図 2　2015 年 9月 10 日 0時の雨雲の 3次元分布図

（国土交通省XRAIN レーダに基づく。凡例はレーダの反射エネルギー Zをデシベルで示す。）
この図は国立研究開発法人 防災科学技術研究所から提供いただいた2）。 
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の認識を示して、被害を減らすために社会全

体で対応する方針を掲げた4）。

企業に対しても水災への備えが求められる

ようになった。2013年に改正された水防法

（第15条の4）では、一定の条件を満たす大

規模な事業所に対し、浸水防止計画の作成、

訓練の実施、自衛水防組織の設置を努力義務

として求めている5）。一方、その事業所には

洪水予報が市町村から直接伝達してもらえる

ようになる。さらに、国土交通省の災害情報

普及支援室 6）では、企業に対し浸水防止計

画の作成、訓練の実施などの技術的助言を

行っている。今後、企業の自発的な努力を求

める流れは一層強まっていくであろう。

3．放送局における水災対策

企業の水災対策の支援に取り組んできた経

験から、企業の水災対策には、対策すべき水

災を具体的な数値で示す「定量化」が重要だ

と感じている7）。本稿では、放送事業者 Aに

おける水災定量化の例を紹介する。

放送事業者 Aは現在、2016年の完成を目

指し新しい建物を建設中である。この建物は

水災時でも放送事業を継続できるよう、1階

が道路よりも1.5 m 高く設計されている（図

3）。1階の高さは建物の使い勝手に大きく影

響する。洪水・津波などで浸水した際の、水

面から地面までの深さを浸水深という。1階

の高さが浸水に対し必要最小限かつ十分な高

さになるよう、著者らは想定すべき浸水深を

独自の水災シミュレーションにて算出した。

多くの場合、想定すべき浸水深は自治体の

発行する洪水ハザードマップなどを参照すれ

ばよいであろう。ところがこの建物の設計の

場合、この情報を使うことができない2つの

理由があった。

第一の理由は、ハザードマップの深さ情報

が建物の設計には大まかすぎたことである。

市の洪水ハザードマップからは、この建物の

土地では1～2 m の浸水が想定されていた。

ところがこの土地は緩い勾配となっており、

敷地東側は敷地西側より0.5 m高い。従って

1～2 mの浸水に対応するには、かさ上げ高

さを1.0 m とする解釈も、2.5 m とする解釈

も可能である（図4）。どちらの解釈にする

かで建物の使い勝手は大きく変わる。このよ

うに避難のための情報を提供するハザード

マップが、建物の設計にとって十分な情報を

提供できないことがある。

第二の理由は、ハザードマップの想定を上

回る災害に対しても放送事業の継続が求めら

れていたことである。ハザードマップでは市

内にある2つの河川がそれぞれ単独に洪水を

起こす想定であった。しかし昭和の初期に発

生した災害では2つの河川が同時に洪水を起

こした。こうした過去の災害を踏まえ、ハザー

ドマップの想定を上回る災害に対しても、放

送事業が継続できるような建物が求められた。

そこで筆者らは独自の調査を行い、150年

に一度以下の確率で起こるシナリオとして次

の想定をし、それに基づくシミュレーション

を行った。

想定：150年に一度の大雨により河川Xが

増水し堤防が決壊する。すでに市内の別

の河川 Yが50年に一度の大雨により増

ロビー

図 3　放送事業者Aの社屋の 1階の構造
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水し、市内いたるところが浸水していて

いる。さらに、伊勢湾台風相当の台風が

来襲しており、かつ大潮の満潮であり、

沿岸では高潮による浸水が起き、河口部

の河川水位も高まっている。この状況下

で、堤防の決壊箇所を様々に変え、その

すべてをシミュレーションした。また、

これに加え、100年に一度の確率で起こ

るゲリラ豪雨を想定したシミュレーショ

ンを行った。

その結果、かさ上げをしない場合建物は浸

水するが、1.0 mのかさ上げをすると建物は

浸水を免れる結果となった。また、郷土の歴

史によれば、建物の敷地は少なくとも江戸時

代より前から小高い丘であり、周囲に比べ安

全であることが分かった。この結果などから

総合的に考察し、最終的に建物は1.5 mのか

さ上げをすることとなった。

4． 水災リスク対策の効率的
な進め方

このような水災定量化を行うことで、関係

者一同が水災リスクを理解し、自社にとって

必要最小限の対策を決定できるようになる。

しかし水災定量化の調査と、それに基づく対

策の実施には時間とコストがかかる。

この課題には、水災リスクの高い事業所を

見極め、そこから優先して対策する手法が有

効である（図5）。

（1）机上調査
まず、自社の全事業所について、机上にて

リスクを解析する。洪水ハザードマップがあ

ればそれを参照し、なければ独自に水災シ

ミュレーションを行う。

（2）詳細調査
その結果に基づき、事業に深刻な影響が想

定される事業所から優先的に詳細調査を行

う。放送局のように、浸水被害の影響が事業

所外に及ぶ場合、対策の優先度は高くなる。

工場でいえば、製品の納期遅延リスクととも

に、浸水による有害廃液の流出、危険物の爆

発などのリスクも考慮すべきだろう。

（3）対策
詳細調査の結果、定量化された想定水災に

ついて具体的な対策を行う。

1.0 m

1.0 m 2.5 m

2.0 m

図 4　ハザードマップにおける「浸水深 1～2m」の解釈の違い
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詳細調査においては、科学、対話、伝承と

いう大きく異なる3つのアプローチを同時に

とることが効果的である（表1）。これによ

り関係者一同が理解し、対策すべき具体的な

対象にすることができると感じている。

表1（1）に示した水災シミュレーションは、

科学的な知見を得るために用いる。最新の技

術を使えば、実際に起こりうる水災を高い精

度で再現することができる。たとえば、冒頭

の図1に示したとおりである。近年ではこの

ような精度の高いシミュレーションにより、

水災リスクをシミュレーションにより見積も

ることが可能である。

日本の主要な河川や下水道は行政機関（国、

都道府県、市町村）が管理している。そのた

め、表1（2）に示した行政機関からのヒアリ

ングは、その河川や下水道、土地をよく知る

方の科学的データや経験に基づく知見を提供

いただくうえで欠かせない。また、事業所が

認識する浸水リスクを報告し、水災対策に関

心が高いことを伝えることは、事業所側の要

望を理解いただく上で有用である。たとえば、

決壊すると事業所が被災する堤防をシミュ

レーション結果に基づき特定し、事業所がそ

の堤防に特別な注意を払っていることを伝え

れば、その堤防の重要性を行政機関と共有で

きるであろう。

水災シミュレーション用ソフトウェアは、

どのように浸水するのかを示す上で有効であ

る。一方、なぜ浸水するのかを示すにはシミュ

図 5　水災リスク対策の進め方

表 1　詳細調査で用いる手段

No. 内容 目的

（1）科学的な水災シミュレーション
科学的な知見を得るため。ある想定の下、浸水深と浸水域の時間変化を
定量化することができる。

（2）行政機関（国・県・市）との対話

科学的データ、および経験に基づく知見を提供いただくとともに、事業
所が認識する浸水リスクを報告し、水災対策に関心が高いことを伝え、
事業所側の要望を理解いただく。

（3）地域に残る伝承や古地図の調査

その土地の特性の理解を深めるため。かつて河川敷、川の中州や遊水地
だった土地を改良している場合、かつての古地図を見ることで周辺の土
地よりも潜在的な水災リスクが高いことを、関係者一同が理解できる。



 SE 182  March 2016   15

レーション結果だけでは不十分である。大き

な被害が想定される場合、シミュレーション

結果が絵空事として拒絶され、理解が進まな

いことがある。その場合に有効なのが地形の

断面図や3次元図に加え、地域に残る伝承や

古地図である（表1（3））。たとえば、大規模

な工業団地などでは、かつての河川敷、川の

中州や遊水地だった土地を改良していること

がある。その場合、かつての古地図を見るこ

とで周辺の土地よりも潜在的な水災リスクが

高いことを、関係者一同が理解できる。

5．まとめ

地球温暖化の影響により頻度を増す水災へ

の備えが、今後の重要な課題となるだろう。

本稿では水災を定量的かつ具体的にシミュ

レーションすることで、水災に強い建物を設

計した事例を紹介した。また、対策を効率的

に進めるために、水災リスクの高い事業所を

見極め、そこから優先して対策する手順を示

した。漠然とした不安のまま放置されがちな

水災リスクであっても、科学、対話、伝承と

いう3つのアプローチにより、関係者一同が

理解し、対策すべき具体的な対象にすること

ができることをご理解いただければ幸いで

ある。
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